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国立環境研究所 気候変動適応研究プログラム
PJ3：社会変動を考慮した適応戦略に関する研究



NIES適応研究PJ3の８つのサブPJ

サブPJ別の研究課題名

PJ3-1 適応の実践を支援する評価手法とリスクコミュニケーションに
関する研究

PJ3-2 社会システムモニタリングを用いた適応行動による効果推定手
法の開発と地域社会での実装

PJ3-3 地域資源を活用する環境型産業を支える気候変動適応策の検討

PJ3-4 熱帯地域における都市水害による浸水軽減・環境汚染防止のた
めの廃棄物適正管理手法提案

PJ3-5 気候変動影響を踏まえた日本の安全保障のあり方に関する研究

PJ3-6 気候変動影響・適応評価のための日本版社会経済シナリオの構
築

PJ3-7 適応策立案支援のための地域循環共生圏指標の研究開発

PJ3-8 自然保護区における気候変動適応オプションと管理策
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サブ
(2)(3)(4)(5)

サブ(6)

サブ(1)

サブ(7)(8)

(1) 統合的な適応戦略の検討に向けた、適応に関わる要素・概念・評価手法の整理
(2) 適応関連の科学情報の集積・伝達のあり方の検討
(3) 気候変動リスク認知と適応実施の阻害要因の把握

国立環境研究所 気候変動適応研究プログラム
PJ3：社会変動を考慮した適応戦略に関する研究



 背景
• 地方公共団体等が適応計画の立案・実行するに際して，適応研究により得

られた成果を活用するためには，当該分野における科学情報の効果的な伝
達が重要となる．

• 国環研では，A-PLAT及びAP-PLATを核として，科学情報の蓄積と普及，伝
達を実施している．

• 本研究では，更なる効果的な科学情報の集積・伝達に向けて，適応関連の
科学情報の集積・伝達のあり方の検討を行う．

 研究内容
• 適応に関する科学情報の効果的・効率的なコミュニケーションについて理

解を深めるため適切かつ効果的なアプローチの検討を行う．
① 諸外国における適応関連のポータル等において提供されている情報

コンテンツの調査・分析
② 複数分野における気候変動適応策の整理手法の検討

→ A-PLAT及びAP-PLAT改良への示唆，提案
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 研究内容
• 気候変動の進展に伴い，適応策の検

討・導入が重要に．
• 個別の適応策に関する情報はたくさん

あるももの，それらが体系立てて整理
されていない．
→ 「水環境・水資源」「自然災害・

沿岸域」「健康」分野を対象に．
適応策の整理方法を検討・提案．

→ A-PLATでの適応策の整理手法と
し

て提案．

 研究結果
• 整理方法：整理する項目を検討．個別

適応策について調査の結果，「時期」
「効果」「コスト」「導入時間」等に
ついての情報は少ない．（右上表）

• 整理結果：整理結果の一例を右図に示
す．適応策を整理する軸や，誰を対象
に整理するかにより整理方法が異なる．

表 健康分野（熱中症の場合）における適応策整理の一例

図 自然災害・沿岸域分野（高潮・高波の場合）における適応策整理の一例

整理する項目 内容

気候変動
影響

要因
気候変動による影響の要因（気候変動外
力）

影響
気候変動によって引き起こされる実影響
（気候変動が日本の自然や人間社会に与
える影響）

内容 影響の詳細な内容とメカニズム
現在の状況 現在報告されている影響
将来予測 将来予測される影響

適応策

分類 適応策を分類する名称

項目
対象分野の適応策を適応策について一般
化したもの（適応オプション）

方法
適応策の具体的な内容，実施されている
取組概要等

時期 適応策の実施時期

効果
適応策の実施によって想定される効果
（回避・軽減される影響）

コスト 適応策の実施にかかる費用
導入時間 適応策の実施にかかる時間

表 整理する項目と内容
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 研究内容
• 諸外国における適応関連のポータル

等において提供されている情報コン
テンツの調査・分析を実施．
→ A/AP改良への示唆

• A/APに有用とされる機能候補の抽出．

 研究結果
• 整理結果：諸外国の事例として「気

候観測マップの実装」「気候予測
マップの実装」「影響予測マップの
実装」といった項目の取組事例が少
ない.（右上表）

• A-PLATへの示唆： A-PLATでは網羅
的に機能・情報を実装していること
が判明. 既存機能等の高度化の検討が
今後必要.

• 有用な機能候補：脆弱性評価ツール，
市民参加型ツールなど.（左図） 上図脆弱性評価ツール(アイルランド)

右図市民参加型ツール(ピレネー地方OPCC)

表 諸外国における適応関連のポータルの機能整理結果



国際研究動向
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European Climate Change Adaptation conference (ECCA)
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• 参加者数・セッション数など、より大規模に。

• より、実務・地域・現場的に。（トップダウン→ボトムアップ）
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• トップダウンアプローチ
– グローバルシナリオを前提条件と
して、気候変化、影響、適応を考
慮した影響、を順に見積もる。

– シナリオドリブン。

– 主たる問いは「今後、社会や経済
が○○な発展をすると、どこにど
んな影響が生ずるの？」

• ボトムアップアプローチ
– 適応策実施のため、地域・分野毎
に、適応策の優先順位付けや、適
応策実施に必要な諸条件の検討、
を行う。

– 主たる問いは「気候が関連して
○○なことが起きて困ってるんだ
けど、なんとかしてその問題を解
決できないだろうか？」

– 主要政策へのメインストリーミング。
– 現状気候のリスク評価が主。

Dessai and Hulme (2003)
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• 気候予測：継続的にセッション設定。「気候サービス」への注目。
• 部門別の影響予測（健康、農業、水資源、沿岸、都市）の占める
率は小さくなる傾向。社会経済条件の考慮、適応策の効果の評
価は依然として重要課題

• 不確実性下の意思決定ツール（CBA、CEA、RDM、適応経路
等）の開発・応用は依然として重要課題
– 適応の経済評価もこの範疇で扱われる場合が多い

• 緩和と適応の共便益については注目度が低下
• 適応と公平性・持続可能開発の関係のセッションが増加
• 適応実施と資金（finance）に関する研究事例の増加
• 生態系影響予測の研究発表は減少

– 適応の効果を持つ生態系サービス（EbA関連）は増加

• アフリカの地域コミュニティを対象としたケーススタディが急増
• 適応政策検討を支援するツール群（脆弱性評価手法等）の拡充
を受け、それを集約したセッションの発生
– 適応情報の集積・配信のためのウェブサイトも含む

• M&E（モニタリングと評価）に関するセッションの増加
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 研究目的
• 適応に関する科学情報の効果的・効率的なコ

ミュニケーションについて，一般国民がどの
ように受け止めているのか検討する．

 研究内容
• 全国世論調査を経時的に実施し，一般国民が

気候変動の『影響』として認知している現象
をまとめることにより，一般国民の気候変動
リスク認知を把握する．

 研究結果
• まず，コミュニケーションの経路を検討する

ため，『社会的な出来事に関する主な情報
源」について聞いた．年代．性別によって大
きく異なるが，テレビ・新聞など従来型の情
報源が卓越していることがわかった．イン
ターネットを用いた情報伝達だけでなく，従
来型の経路にも配慮する必要がある．

• の終わり（3月），夏~秋の終わり（11月）に
実施した全国調査の結果，暑い夏，異常気象
などのリスク認知が高いことがわかった．特
に秋の終わりの台風による災害は回答率が高
いことがわかった．

Source: NIES (2015)
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図1 男⼥・年代別 社会的な出来事に関する主な情報源

男性・年代別
⼥性・年代別

テレビ番組

新聞（印刷版）

友人や家族

SNS

Web版新聞、ML等

この１年間に、あなたご自⾝が「温暖化が原因」かもしれないと感じたり、または、誰かがそ
う⾔っているのを聞いた出来事はありましたか。そう感じたり、聞いたりした具体的な出来事
をあげてください。（2019年11月調査,N=1041)
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未発表図



〇日本版SSPイメージ（SSP1
～5各1ページのイラスト）

日本版SSP人口
〇日本版SSP（描写3ページ、
詳細情報15ページの叙述）
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定量化情報

③都道府県の策定支援となる情報の整備

①叙述シナリオの構築 ②国内定量化情報の整備

パラメータ設定根拠

地域人口
パラメータ
設定根拠

気候変化の社会的影響や適応策の評価を支える基盤情報として、日本版社会経済シナリ
オを開発し、他PJや国内の関連研究課題へ提供

土地利用ダウンスケーリング

SSP1～5の市区町村別人口推計

方法検討：
地域SSP構築事例から、議論
を踏まえて世界SSPを修正す

る方法。スケール変更、日本
の特徴反映、ガバナンス記
述を追加。

ユーザーニーズ：
ワークショップを開催し、影響
評価研究者、企業TCFD担当

者、政策担当者の意見を反
映。具体的には、日本版SSP
のタイトル検討とビジュアル化。

日本の特徴：
中長期的計画を調査し、日
本シナリオデータベースを構
築。人口減少が顕著、原子
力発電割合に幅がある。

PJ3-6 気候変動影響・適応評価のための日本版社会経済シナリオの構築

http://www.nies.go.jp/social/dp/dpindex.html
https://adaptation-platform.nies.go.jp/socioeconomic/population.html


